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第３章 規則的な発生間隔に基づく相似地震の抽出 

  

鎌谷紀子(気象大学校)・勝間田明男(気象研究所地震火山研究部) 

所属は平成24年度当時 

 
3.1 はじめに 
 繰り返し相似地震は、「ほぼ同じ大きさ、ほぼ同じ繰り返し間隔で、ほぼ同じ領域を破壊する地震」とされている。

これらは、発生時期や規模をある程度予測できる地震であるため、その検出は地震防災に大いに役立つと考えられる。

このような相似地震検出の鍵となるのは、時を経て発生する地震の時間的規則性・空間的近接性・規模および地震波

形の相似性である。 

Ｍ５前後の中規模の相似地震については、最大震度が４以上になる場合もあるなど社会的に影響があるにも関わら

ず、検出例が少ない。それは、繰り返し間隔がある程度長いため、新しい地震データ（デジタルデータ）のみで簡便

に確認することができず、古い地震資料にまで遡る必要があることなどが理由である。本章では全国を対象とした中

規模相似地震の検出を試みる。さらに、平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震は中規模の相似地震が比較

的多く発生している東北地方太平洋側で発生した地震であり、その前後の固有地震の発生状況の変化があるかどうか

は非常に関心が持たれることから、この問題について調査を行いその結果を示す。 

 

3.2 全国を対象とした中規模相似地震の検出 

解析は、日本周辺で1923年８月１日～2010年６月30日に発生したM4.5以上の地震について行った。まず、気象庁一

元化震源の１つ１つの地震について、緯度経度の差６分以内、深さの差20km以内、マグニチュードの差0.4以内の地震

グループを取り出すことにより、空間的および規模的に近接しているものを抽出した。その後、発生時期順に並べて

時間的に隣り合う３つのイベントを順次取り出し、１番目と２番目及び２番目と３番目の地震の発生間隔の差が５年

以内のものを抽出することにより、時間的規則性を持つ単独クラスターを検出した。群発地震や余震を除くため、地

震発生間隔が２年以内のものは除いた。検出された相似地震候補の各領域の地震活動は、気象庁一元化震源に戻って

震央分布図および地震活動経過図で活動状況を確認した。検出された相似地震候補グループ内の各地震について、気

象庁の87型電磁式強震計（1988年10月～1997年3月）および95型計測震度計（1996年10月～）の地震波形を取得し、相

関係数とコヒーレンスを算出した。 

上記の手法のうち、時間的規則性・空間的近接性・規模に基づき検出された相似地震候補グループは36個（図3.1）

であり、それらの中で、地震波形があり相関係数とコヒーレンスが計算できる地震グループは16個であった。これら

の地震グループにおいて、「１観測点以上のどれか１成分以上で、相関係数が0.8以上かつコヒーレンスが0.8以上」も

しくは「１観測点以上のどれか１成分以上でコヒーレンスが0.9以上」というものを調べたところ、厚岸沖M4.8・日高

沖M4.8・浦河沖M5.4・種市沖M5.9・釜石沖M4.7・いわき沖M5.6・日立M5.2・つくばM5.3・銚子沖M5.0・沖永良部島西

方沖AグループM5.1・宮古島南方沖M6.5の11個が該当した（Mは最新活動の気象庁マグニチュード）。本報告の第２章と

第５章で記載されているように、厚岸沖M4.8は佐鯉・他(2010)による相関係数の報告があり、種市沖M5.9といわき沖

M5.6に関しては長谷川・他(2005)による指摘と気象庁地震予知情報課・他(2009)による解析結果がある。また、釜石

沖M4.7はMatsuzawa et al.(2002)による解析結果があり、つくばM5.3は気象庁地震予知情報課(2010)、沖永良部島西

方沖AグループM5.1は溜渕・他(2009)、宮古島南方沖M6.5は中村・他(2010)の報告がある。以下では、これらのように

詳細な解析がなされていない、日高沖M4.8・浦河沖M5.4・日立M5.2・銚子沖M5.0について述べる(図3.2)。 

日高沖M4.8の最新活動は2009/12/30であり、その震源位置は北緯41度50.3分、東経142度12.2分、深さ72kmで最大震
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度3である。この地震グループ内の、波形が得られなかった地震も相似地震であると仮定すると、平均活動間隔は6.5

年となる。また、岡田(2004, 2009)および岡田・他(2007)による小標本論とベイズ統計対数正規分布モデルを使用し

て、2011/1/1を基準とした今後10年以内の発生確率を算出したところ92～99％となり、次の地震が70％の確率で発生

すると予測される期間は2014/9～2018/10となった。同様に、浦河沖M5.4の最新活動は2008/6/26、北緯41度49.5分、

東経142度40.4分、深さ55kmで最大震度4、平均活動間隔は7.5年、10年確率84～86％、70％期間は2012/9～2020/10と

なった。日立M5.2の最新活動は2008/8/22、北緯36度26.5分、東経140度36.9分、深さ56kmで最大震度4、平均活動間隔

は7.9年、10年確率84～87％、70％期間は2013/1～2021/4であり、銚子沖M5.0の最新活動は2001/4/17、北緯35度37.0

分、東経141度5.3分、深さは38kmで最大震度3、平均活動間隔は11.2年、10年確率84～94％、70％期間は基準日～2016/12

と算出された。これらの活動について、表３．１に最新活動での最大震度と地震発生予測を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1 時間的規則性・空間的近接性・規模に基づき検出された相似地震候補。震央プロットの色は震源深さの

違いを表す(赤:30kmまで、桃:50kmまで、水色:100kmまで)。 



 

 

固有地震グルー

プと最大震度 
10年確率 70%期間 

日高沖M4.8 

最大震度３ 
92-99% 2014/9-2018/10

浦河沖M5.4 

最大震度４ 
84-86% 2012/9-2020/10

日立M5.2 

最大震度４ 
84-87% 2013/1-2021/4 

銚子沖M5.0 

最大震度３ 
84-94% 基準日-2016/16

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 新たに見出された相似地震グループの発生時系列。相似地震とみられる地震には、吹き出しあるいは○

をつけている。色は震源深さの違いを表す(図3.1と同様) 

 

3.3 平成23年東北地方太平洋沖地震後の相似地震の活動 

平成23年東北地方太平洋沖地震後の相似地震の発生状況について調査した。まず、前節と同様の方法で繰り返し地

震活動グループを抽出する。なお、平成23年東北地方太平洋沖地震発生後、気象庁は震源決定する余震に下限（マグ

ニチュード３）を設けているが、ここで対象としているマグニチュード5クラスの地震については震源決定対象である。

但し、本震発生直後に関しては、規模が大きくても震源決定できていない地震がある可能性は排除しきれない。 

東北地方太平洋沖地震発生前の１つ１つの地震について、緯度経度の差6分以内、深さの差20km以内、マグニチュー

表3.1 新たに見出された相似地震グループ。最新活動での最大震度、今後10年以内に発生する確率および次の

地震が70%の確率で発生すると予測される期間を示す（確率算出の基準日は2011/1/1）。 
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ドの差0.4以内の地震グループを取り出した後、グループ内で時間的に隣り合う３つのイベントを順次取り出し、1番

目と2番目及び2番目と3番目の地震の発生間隔の差が5年以内のものを抽出する。群発地震や余震を除くため、地震発

生間隔が2年以内のものは除く。検出された繰り返し地震候補の各領域の地震活動は、気象庁一元化震源に戻って震央

分布図およびMT図で活動状況を確認する。こうして検出した繰り返し地震活動グループのうち東日本のものについて、

東北地方太平洋沖地震発生後から2012年5月12日までの間に新たな繰り返し地震候補が発生しているかどうか、気象庁

一元化震源においてグループ抽出基準に準じて同規模・近接地域発生の地震を調べた。その後、繰り返し地震候補に

ついて計測震度計の地震波形を取得し、グループ内の他地震との相関係数およびコヒーレンスを算出した。地震波形

が取得できたもののうち、「１観測点以上のどれか１成分以上で、相関係数が0.8以上かつコヒーレンスが0.8以上」も

とみなした。これらの条件を満たしていても、震源決定精度が向上した近年発生した地震同士の震源位置がかなり離

れていたり、相関係数やコヒーレンスが数字上高くても、振動時間中の最初と終わりの部分を取り上げて計算された

値であったりする場合もあることから、見た目で地震波形が似ていないとみなせるものは排除した。 

図3.3は、検出された相似地震活動グループ（グループ内の複数以上の地震波形が存在せず、相関係数およびコヒー

レンスが計算できないものも含む）を☆で示したものである。図3.4は各グループのMT図であり、地震波形により相関

係数およびコヒーレンスから相似地震と確認できたものについて吹き出しを緑で囲ってある。 

東北地方太平洋沖地震の震源域にあるか、震源域に極めて近いと考えられる相似地震グループである相馬沖(図3.3

及び図3.4において番号12)、南相馬沖(図3.3及び図3.4において番号13)、いわき東方沖(図3.3及び図3.4において番号

15)では、東北地方太平洋沖地震後に相似地震が発生していない。これらのグループでは前回の発生から時間があまり

経過していないものの東北地方太平洋沖地震の余震域に含まれており、本震発生時にこれらの相似地震の震源域も同

時に滑り歪が解消した可能性も高いと考えられる。その周囲の、東北地方太平洋沖地震の震源域に近い相似地震活動

グループでは、最新活動が発生しているものが多い。これらは本来の発生時期よりも早いタイミングで発生している

ものが多く、東北地方太平洋沖地震に誘発されたと考えられる。一方、厚岸沖や日高沖など、震源域から離れている

地震グループでは相似地震の候補が発生していない。また、日立M4.8(図3.3及び図3.4において番号18)や種市沖A(図

3.3及び図3.4において番号9)など、震源域に近くても本来の発生時期まで時間的余裕があるグループは、東北地方太

平洋沖地震直後には最新活動を発生させていなかったが、半年～１年ほど経過した後に最新活動を発生させている。

東北地方太平洋沖地震直後に、日立M4.8や種市沖Aの地震が発生したにも関わらず検知されていないという可能性を排

除することはできないものの、これらの地震が発生していないとするならば、上記の事柄より、大地震に誘発される

相似地震は、大地震の震源域に近い、あるいは歪が十分蓄積されている必要があると考えられる。 

 

しくは「１観測点以上のどれか１成分以上でコヒーレンスが0.9以上」というものを繰り返し相似地震が発生している



 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3 平成23年東北地方太平洋沖地震後の相似地震活動の分布図。各グループの番号は図3.4と共通である。 
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図3.4 平成23年東北地方太平洋沖地震前後の相似地震活動の時系列。黒枠吹き出しは震源カタログ中の地震のうち

繰り返して発生しているとみられる地震、緑・黄緑枠はそれらのうちで地震波形の相似性が確認できた地震であるこ

とを表す。 



 

 

 

 

図3.4 (続き) 
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